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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ターゲット材としての原料粉末が、バインダと、金属粉末の１種または２種以上と、化
合物粉末の１種または２種以上とからなり、あるいは、バインダと、化合物粉末の１種ま
たは２種以上とからなり、
　前記バインダは、融点１３００℃以下の低融点金属であり、
　前記金属粉末は、Ｚｒ，Ｔｉ，Ｔａ，Ｈｆ，Ｍｏ，Ｗ，Ｎｂ，Ｎｉ，Ｃｒから選択され
る高融点金属の粉末であり、
　前記化合物粉末は、前記高融点金属と、Ｓｉ，Ｂから選択される第三元素との化合物の
粉末であり、
　ターゲット材組成物による圧粉成形体の型鍛造により形成された多元系ターゲット材に
おいて、ターゲット本体部の周辺に成膜装置への取り付け用の鍔部が一体的にはり出し形
成され、かつ前記ターゲット本体部よりも鍔部にかけて密度が高くなっていることを特徴
とする多元系ターゲット材。
【請求項２】
　前記ターゲット材は、アルミニウムをバインダとし、チタン、クロムのうち選択された
１種又は２種の金属粉末と、チタン、クロムのうち選択された１種又は２種の金属元素と
シリコン、ボロンのうち選択された１種又は２種の元素からなる化合物の粉末を含むこと
を特徴とする請求項１に記載の多元系ターゲット材。
【請求項３】
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　前記ターゲット材は、ターゲット全体の計算密度比が９０％以上であり、機械的固定部
の計算密度比が９９％以上であることを特徴とする請求項１又は２に記載の多元系ターゲ
ット材。
【請求項４】
　前記ターゲット材はアークイオンプレーティング用であることを特徴とする請求項１か
ら３のいずれか一項に記載の多元系ターゲット材。
【請求項５】
　ターゲット材としての原料粉末が、バインダと、金属粉末の１種または２種以上と、化
合物粉末の１種または２種以上とからなり、あるいは、バインダと、化合物粉末の１種ま
たは２種以上とからなり、
　前記バインダは、融点１３００℃以下の低融点金属であり、
　前記金属粉末は、Ｚｒ，Ｔｉ，Ｔａ，Ｈｆ，Ｍｏ，Ｗ，Ｎｂ，Ｎｉ，Ｃｒから選択され
る高融点金属の粉末であり、
　前記化合物粉末は、前記高融点金属と、Ｓｉ，Ｂから選択される第三元素との化合物の
粉末であり、
　ターゲット材組成物による圧粉成形体を形成し、該圧粉成形体を外周方向への塑性流動
を促進するため型内周辺に逃がしフランジ部を設けた成形型を用いて型鍛造することによ
って、ターゲット本体部の周辺に成膜装置への取り付け用の鍔部が一体的にはり出し形成
されかつ前記ターゲット本体部よりも鍔部にかけて密度が高くなっている多元系ターゲッ
ト材を製造するようにしたことを特徴とする多元系ターゲット材の製造方法。
【請求項６】
　前記ターゲット材は、アルミニウムをバインダとし、チタン、クロムのうち選択された
１種又は２種の金属粉末と、チタン、クロムのうち選択された１種又は２種の金属元素と
シリコン、ボロンのうち選択された１種又は２種の元素からなる化合物の粉末を含むこと
を特徴とする請求項５に記載される多元系ターゲット材の製造方法。
【請求項７】
　前記ターゲット材は、ターゲット全体の計算密度比が９０％以上であり、機械的固定部
の計算密度比が９９％以上であることを特徴とする請求項５又は６に記載される多元系タ
ーゲット材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、多元系ターゲット材及びその製造方法に関し、さらに詳しくは、混合粉末の
圧粉成形体の型鍛造により形成され、アークイオンプレーティング用などに好適に用いら
れる多元系ターゲット材及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来例えば、アークイオンプレーティングに代表される物理蒸着法を用いて基板上に高
硬度皮膜を形成する技術は、ＴｉＮ皮膜、ＴｉＡｌＮ皮膜、ＣｒＡｌＮ皮膜等が開発され
ているが、最近、更に特性を向上させた皮膜を形成するために、第三の元素としてＳｉや
Ｂなどを添加する試みがされている。
【０００３】
　アークイオンプレーティング法は、真空中で、金属ターゲット（蒸発源）を陰極として
アーク放電を起こし、それにより発生した電気エネルギーによりターゲット材が瞬時に蒸
発すると同時に金属イオンとなって飛び出し、更に飛び出した金属イオンをイオナイザー
で加速させ、反応ガス粒子とともに被コーティング物の表面に密着させることにより緻密
な膜を形成する技術である。金属薄膜を形成させる技術として他にスパッタリング法もあ
るが、アークイオンプレーティング法は射突のエネルギーがより大きいため、より密着性
の高い膜を形成することができる。この薄膜形成は、例えば工具寿命を延ばすために工具
表面に耐摩耗性の硬い膜を形成する方法等として好適に用いられる。
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【０００４】
　アークイオンプレーティング法に用いられるターゲットは、従来、銅等のバッキングプ
レートと呼ばれる板に、インジウム等の低融点金属でロウ付けし、バッキングプレートを
成膜装置に固定して使用される。
【０００５】
　しかし、高出力で行うアークイオンプレーティングではターゲットの表面温度が上がり
、ターゲットの固定に用いていたロウ材が溶けてターゲットがバッキングプレートから剥
離することがある。また、ターゲットの温度上昇を抑えるためにバッキングプレートを、
ターゲットの裏面から水により冷却しているが、その冷却不足によっても剥離が起こるこ
とがある。
【０００６】
　そのため、アークイオンプレーティングにおいてはバッキングプレートを用いるよりも
、ターゲット本体部の周辺に成膜装置への取り付け用の鍔部が一体的にはり出し形成され
たターゲットを用いて成膜を行うことが好ましい。
【０００７】
　しかし、バッキングプレートを用いないターゲットの場合、ターゲット本体部と、特に
鍔部の機械的強度が必要とされる。粉末原料を用いた場合、ターゲットを作製する方法と
して、ターゲットを構成する複数種の混合粉末を反応を伴う焼結により圧密して焼結体を
作る方法と、混合粉末を反応しない温度で圧密する方法（圧粉成形）がある。しかし、反
応を伴う焼結材は非常に硬い化合物を生成してしまうため、ターゲットを得る最終工程で
の機械加工において加工性が悪くなり、コスト高に繋がる。一方、圧粉成形する方法は、
加熱費も不要であり且つ硬質の化合物が生成しないため加工性に優れるのでコストを抑え
る事ができる。
【０００８】
　例えばＣｒＡｌ系など、Ｓｉ等の第三元素を添加しない混合粉末の圧粉成形体の型鍛造
ターゲットは、ターゲット本体部の周辺に成膜装置への取り付け用の鍔部が一体的にはり
出し形成された構造であっても、アークイオンプレーティングによって鍔部が破損するこ
となく十分な強度を有していたが、耐高温酸化特性などの皮膜自体の特性を向上させる場
合においてはＳｉなどの第三元素を添加するために圧粉体の密着性が悪くなり、強度低下
により鍔部が破損するといった問題が起こっている。
【０００９】
　ところで特許文献１には、圧粉成形によりターゲットを作製する方法が示されており、
具体的には、Ｚｒ、Ｔｉ、Ｔａ、Ｈｆ、Ｍｏ、Ｗ、Ｎｂ、Ｌａ、Ｓｉ、Ｎｉ、Ｃｒなどの
高融点物質の粉末と、Ｉｎ、Ｓｎ、Ｚｎ、Ａｌなどの低融点金属の粉末とを混合し、加熱
せずに加圧成形することを特徴とするものであり、均一で高密度のターゲットを作製する
方法である。そして、スパッタリング製膜の際の放電状態の安定性確保のために相対密度
９０％以上であることが望ましいとするものである。しかし特許文献１ではバッキングプ
レートを用いない場合におけるターゲット及び装置への固定用の鍔部の機械的強度を課題
とするものではなく、またバインダを含む２元系のターゲットについてのものであり、本
発明のように特にＳｉ、Ｂなどの第三元素を添加する場合についての記載はなく、その目
的は異なるものである。
【００１０】
　従来は、図７に示すような成形型を用いて型鍛造を行っている（捨てボス式鍛造法）。
上面から圧粉体をプレスすることにより、外周上部にある空孔部（凸部）に圧粉体が塑性
流動し、凸部が形成される。プレスによって圧粉体の密度を高めるためには圧粉体の塑性
流動が必要であり、この凸部は圧粉体の塑性流動を促進させるためのものである。これに
より圧粉体の外周上部周辺は密度が高まって機械的強度が上がることになる。反対に、プ
レス機が接触しているところは摩擦により圧粉体が流動しにくい。この凸部は上記のよう
に塑性流動を促進するためだけに使われ、製品として使用されない部分である。
【００１１】
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　この方法では、凸部の機械的強度は非常に高められるものの、外周部の強度は凸部ほど
高められない。成膜装置への固定に使われる鍔部は本体部と比べて厚みもないため、この
鍛造方法ではアークイオンプレーティングにおける印加圧力に耐えることができていなか
った。すなわち、ターゲット本体部の強度は得られるものの、鍔部は成膜時の熱応力に耐
えられず破損するといった問題が起こっている。
【００１２】
【特許文献１】特開平０４－３２３３６６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　このように解決しようとする問題点は、ＳｉやＢなどの第三元素を添加した混合粉末の
圧粉成形体の型鍛造ターゲット材であって、ターゲット本体部の周辺に成膜装置への取り
付け用の鍔部が一体的にはり出し形成されたターゲット材の鍔部が、アークイオンプレー
ティングにおける印加圧力によって破損する点である。
【００１４】
　本発明が解決しようとする課題は、特にアークイオンプレーティングにおける印加圧力
によって鍔部及び本体部が破損することのない、ターゲット本体部の周辺に成膜装置への
取り付け用の鍔部が一体的にはり出し形成された多元系型鍛造ターゲット材及びその製造
方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記課題を解決するために本発明に係る多元系ターゲットは、請求項１に記載の発明の
ように、ターゲット材としての原料粉末が、バインダと、金属粉末の１種または２種以上
と、化合物粉末の１種または２種以上とからなり、あるいは、バインダと、化合物粉末の
１種または２種以上とからなり、前記バインダは、融点１３００℃以下の低融点金属であ
り、前記金属粉末は、Ｚｒ，Ｔｉ，Ｔａ，Ｈｆ，Ｍｏ，Ｗ，Ｎｂ，Ｎｉ，Ｃｒから選択さ
れる高融点金属の粉末であり、前記化合物粉末は、前記高融点金属と、Ｓｉ，Ｂから選択
される第三元素との化合物の粉末であり、ターゲット材組成物による圧粉成形体の型鍛造
により形成されたものであって、ターゲット本体部の周辺に成膜装置への取り付け用の鍔
部が一体的にはり出し形成され、かつ前記ターゲット本体部よりも鍔部にかけて密度が高
くなっていることを要旨とする。
【００１６】
　この場合、請求項２に記載のように、前記ターゲット材は、アルミニウムをバインダと
し、チタン、クロムのうち選択された１種又は２種の金属粉末と、チタン、クロムのうち
選択された１種又は２種の金属元素とシリコン、ボロンのうち選択された１種又は２種の
元素からなる化合物の粉末を含むことが好例として挙げられる。
【００１７】
　また、請求項３に記載のように、ターゲット材は、ターゲット全体の計算密度比が９０
％以上であり、機械的固定部の計算密度比が９９％以上であることが望ましい。
【００１８】
　また、請求項４に記載のように、このターゲット材はアークイオンプレーティング用に
用いることができる。
【００１９】
　また、本発明に係るアークイオンプレーティング用ターゲットの製造方法は、請求項５
に記載のように、ターゲット材としての原料粉末が、バインダと、金属粉末の１種または
２種以上と、化合物粉末の１種または２種以上とからなり、あるいは、バインダと、化合
物粉末の１種または２種以上とからなり、前記バインダは、融点１３００℃以下の低融点
金属であり、前記金属粉末は、Ｚｒ，Ｔｉ，Ｔａ，Ｈｆ，Ｍｏ，Ｗ，Ｎｂ，Ｎｉ，Ｃｒか
ら選択される高融点金属の粉末であり、前記化合物粉末は、前記高融点金属と、Ｓｉ，Ｂ
から選択される第三元素との化合物の粉末であり、ターゲット材組成物による圧粉成形体
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を形成し、該圧粉成形体を外周方向への塑性流動を促進するため型内周辺に逃がしフラン
ジ部を設けた成形型を用いて型鍛造することによって、ターゲット本体部の周辺に成膜装
置への取り付け用の鍔部が一体的にはり出し形成されかつ前記ターゲット本体部よりも鍔
部にかけて密度が高くなっている多元系ターゲット材を製造するようにしたことを要旨と
する。
【００２０】
　この場合に請求項６に記載のように、前記ターゲット材は、アルミニウムをバインダと
し、チタン、クロムのうち選択された１種又は２種の金属粉末と、チタン、クロムのうち
選択された１種又は２種の金属元素とシリコン、ボロンのうち選択された１種又は２種の
元素からなる化合物の粉末を含むものに好適に用いられる。
【００２１】
　更に請求項７に記載のように、前記請求項５又は６に記載のターゲット材は、ターゲッ
ト全体の計算密度比が９０％以上であり、機械的固定部の計算密度比が９９％以上である
ことが望ましい。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の請求項１に係る多元系ターゲット材によれば、バッキングプレートを用いるこ
となく、ターゲットを成膜装置に取り付けることが可能となり、アークイオンプレーティ
ングの印加圧力によってターゲットの鍔部が破損することなく、対象物に皮膜形成を行う
ことができる。
【００２３】
　請求項２に係るＳｉやＢ元素を含む混合粉末を出発原料として用いた場合、圧粉成形体
の強度が更に低くなるため本発明が特に有効となる。
【００２４】
　また、請求項３に係るターゲット材の計算密度比にすることにより、従来法と比べて鍔
部の機械的強度の向上が図られることになる。
【００２５】
　そして、請求項４に記載のように、ターゲット材はアークイオンプレーティングに用い
ることができ、工具などに耐摩耗性、高硬度皮膜が形成され、工具などの寿命が延び、切
れ味も向上させることができる。
【００２６】
　また、請求項５に係る多元系ターゲット材の製造方法によれば、圧粉体が中心部から外
周部方向へ塑性流動し、中心部から外周部にかけて密度が高められるようになる。これに
よって、鍛造品の外周部が特に機械的強度が高くなり、それによってアークイオンプレー
ティングの印加圧力によってターゲットの鍔部が破損することなく、対象物に皮膜形成を
行うことができる。この場合に請求項６に記載のように、前記ターゲット材は、アルミニ
ウムをバインダとし、チタン、クロムのうち選択された１種又は２種の金属粉末と、チタ
ン、クロムのうち選択された１種又は２種の金属元素とシリコン、ボロンのうち選択され
た１種又は２種の元素からなる化合物の粉末を含むものに好適に用いられる。更に請求項
７に記載のように、ターゲット全体の計算密度比が９０％以上であり、機械的固定部の計
算密度比が９９％以上であることが望ましい。　
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下に本発明の実施の形態について詳細に説明する。図１は、本発明の一実施形態に係
る多元系ターゲット材を上から見た図である。この図では、ターゲット材１０は、ディス
ク状のターゲット本体１２の周面側部４箇所に成膜装置への取り付け用の鍔部１４を有す
る構造をしている。このターゲット材１０は、特にアークイオンプレーティング用に適し
たＣｒ：Ａｌ：Ｓｉ＝４５ａｔ％：４５ａｔ％：１０ａｔ％の組成を有している。
【００２８】
　図２は本実施形態における多元系ターゲットの製造の各工程を表している。まず、Ｃｒ
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粉末とＡｌ粉末及びＳｉ化合物を所定比率で混合して原料粉末（混合粉末）を得、図２の
工程（イ）において冷間静水圧プレス（ＣＩＰ）処理をして圧粉成形体（仮成形体）を得
る。
【００２９】
　ＣＩＰ処理の後、図２の工程（ロ）において、切断、機械加工して成形型に合う形にす
る。
【００３０】
　続いて図２の工程（ハ）の温間鍛造加工を施す。この温間鍛造加工では、図３に示すよ
うな逃がしフランジ式鍛造型を用いて鍛造する。この鍛造工程では、機械加工した圧粉成
形体を予め４００℃で加熱しておき、所定の圧力でプレス処理を施し、鍛造品を得る。尚
、この圧粉成形体の加熱温度は、ＣｒとＡｌ及びＳｉが化学反応せず、従って金属間化合
物を形成しない温度である。
【００３１】
　次に、図２の工程（ニ）において機械加工を行い、外周部分その他を切り取って、図１
に示す鍔付きのターゲットの形状にする。
【００３２】
　また、従来の捨てボス式鍛造法は、図２の工程（ハ）における鍛造工程で、図７に示す
ような鍛造型を用いて鍛造をする。
【００３３】
　図３は、本発明で実施される逃がしフランジ式型鍛造の成形金型である。この逃がしフ
ランジ式の成形金型３０において、上金型３２と下金型３４との間に圧粉成形体Ｓを挟ん
で加圧したときに、その圧粉成形体Ｓの周面にフランジ部Ｆが塑性変形によりはり出し形
成されるものである。
【００３４】
　図４は、製造したターゲットの機械的強度を調べる装置を示した図である。装置中央部
にターゲットを逆さに配置した後、上面より油圧プレス機を用いて加圧し、ターゲットが
塑性変形したときの荷重を測定する。
【００３５】
　図６は、ターゲットの密度測定における測定位置を示す図である。ここでいう計算密度
比とは、各測定密度の計算密度との比を表し、測定密度／計算密度で求める。計算密度と
は、物質固有の密度から計算して求めた理論上の密度である。例えば成分Ａ（密度ρＡ）
及び成分Ｂ（密度ρＢ）がそれぞれａｖｏｌ％及びｂｖｏｌ％とした物の理論密度ρは、
ρ＝（ａρＡ＋ｂρＢ）／１００で表される。測定に用いた素材の大きさはφ１６０×１
０ｔであり、測定サンプルは、図６に示すような１～３０の位置で１０ｍｍ×１０ｍｍ×
１０ｍｍ片を採取する。測定位置は、１～１６はターゲット外周部で１７～３０は内部で
ある。鍔の部分に当たる外周部４箇所において、直径を示す一点鎖線と直行する線の両側
２５ｍｍを取り、５０ｍｍを４分割して１～４、５～８、９～１２、１３～１６を標す。
また、対向する１５と６を結んだ直線を９分割し、１７～２３を標す。１４と７を結んだ
直線も同様に９分割し、２４～３０を標した位置とする。
【００３６】
　本発明における圧粉成形体は、バインダと金属粉末または化合物粉末の１種または２種
以上とからなる混合粉末を静水圧プレスする方法で得ることができる。この静水圧プレス
は、冷間でも温間でも良い。ただし、混合粉末が反応してしまう温度で焼結させた場合、
成形体が硬くなり加工性が悪くなる。好ましくは冷間静水圧プレス（ＣＩＰ）を行うのが
良い。この静水圧プレスによって仮成形し、９０～９５％の成形密度の圧粉成形体を得る
。
【００３７】
　本発明における鍛造方法は、冷間鍛造でも温間鍛造でも良い。静水圧プレスと同様、圧
粉体が反応しない温度で鍛造を行う。好ましくは室温～５００℃の範囲で鍛造を行うのが
良い。また、ターゲットの機械的強度は鍛造時のプレス圧力の大きさによって増すため、
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９０％以上の計算密度比が得られる圧力以上の圧力が必要であるが必要以上に大きな圧力
は要しないので、最適な範囲でプレスを行う必要がある。プレス面圧の範囲は、２．５～
１０トン／ｃｍ２、好ましくは５．０～７．５トン／ｃｍ２の範囲で行うのが良い。プレ
ス圧が低すぎても所望の強度がでないし、あまりプレス圧が高くても、強度の上昇に影響
がなくなるためである。また鍛造工程前に、成形型に適合するように圧粉体を機械加工す
ることもできる。
【００３８】
　本発明においては、図2に示すような成形型に改良して型鍛造を行う。この成形型を用
いて鍛造を行う場合（逃がしフランジ式鍛造法）、上面から圧粉体をプレスすることによ
り外周中央部周辺にある空孔部（フランジ部）に圧粉体が塑性流動する。捨てボス式鍛造
法と同様、圧粉体の塑性流動によって密度が高められていく。このフランジ部を設けたこ
とによって、圧粉体は中心部から外周部方向に塑性流動するため、中心部から外周部にか
けて密度が高められる。これによって、ターゲットの鍔部にあたる外周部が特に強度が上
がることになる。そのため、アークイオンプレーティングにおける印加圧力にも十分耐え
る鍔部を有するターゲットを作製することができるようになる。
【００３９】
　ターゲット材を構成する混合粉末はバインダ及び金属粉末または化合物粉末の１種また
は２種以上とからなる。バインダ元素は、融点１３００℃以下で例えばＭｇ、Ａｌ、Ｚｎ
、Ａｇ、Ｉｎ、Ｓｎ、Ｃｕであり、好ましくはＡｌである。バインダ元素は結合剤、充填
剤として働くため、ターゲット材を構成する混合粉末中に原子％で２０％以上含まれるこ
とが好ましい。化合物粉末は、添加元素と金属元素との合金であり、特に窒素を適用する
場合は金属元素との化合物での添加が好ましい。そして型鍛造により得られるターゲット
材組成は、例えば、Ｃｒ－Ａｌ－Ｓｉ、Ｃｒ－Ａｌ－Ｂ、Ｔｉ－Ａｌ－Ｓｉ、Ｔｉ－Ａｌ
－Ｂ、（Ｃｒ－Ｔｉ）－Ａｌ－Ｓｉ、（Ｃｒ－Ｔｉ）－Ａｌ－Ｂ、Ｃｒ－Ａｌ－（Ｓｉ－
Ｂ）、Ｔｉ－Ａｌ－（Ｓｉ－Ｂ）、（Ｃｒ－Ｔｉ）－Ａｌ－（Ｓｉ－Ｂ）などがある。
【００４０】
　本発明を、Ｃｒ：Ａｌ：Ｓｉ＝４５ａｔ％：４５ａｔ％：１０ａｔ％からなるターゲッ
トの製造に適用した場合の一実施形態を以下に詳しく説明する。
【００４１】
　ターゲットの機械的強度は鍛造時のプレス圧力の大きさによって増すため、各プレス面
圧による降伏荷重を測定した。
【００４２】
　　（実施例１）
　ＣＩＰ処理後の圧粉成形体を、プレス面圧３．５トン／ｃｍ２で、逃がしフランジ式鍛
造法によりターゲットを製造した。その後、製造したターゲットを図４に示す装置で強度
テストを行った。図４に示す専用リング治具部分にターゲットの鍔部をのせ、本体部が中
空に浮く状態で、ターゲット上から油圧プレスにて実体に加圧し、ターゲットの変位と荷
重を測定し、弾性変形から塑性変形に変わる降伏点を求めた。その結果、降伏荷重は２．
３トンであった。
【００４３】
　　（実施例２）
　ＣＩＰ処理後の圧粉成形体をプレス面圧５．０トン／ｃｍ２で、逃がしフランジ式鍛造
法によりターゲットを製造した。その後、実施例１と同様に強度テストを行ったところ、
降伏荷重は３．１トンであった。
【００４４】
　　（実施例３）
　ＣＩＰ処理後の圧粉成形体をプレス面圧７．０トン／ｃｍ２で、逃がしフランジ式鍛造
法によりターゲットを製造した。その後、実施例１と同様に強度テストを行ったところ、
降伏荷重は３．２トンであった。
【００４５】
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　　（比較例１）
　ＣＩＰ処理後の圧粉成形体をプレス面圧８．０トン／ｃｍ２で、捨てボス式鍛造法によ
りターゲットを製造した。その後、実施例１と同様に強度テストを行ったところ、降伏荷
重は１．２トンであった。
【００４６】
　　（比較例２）
　ＣＩＰ処理後の圧粉成形体をプレス面圧８．０トン／ｃｍ２で、捨てボス式鍛造法によ
りターゲットを製造した。その後、実施例１と同様に強度テストを行ったところ、降伏荷
重は１．７トンであった。
【００４７】
　　（比較例３）
　ＣＩＰ処理後の圧粉成形体をプレス面圧６．５トン／ｃｍ２で、捨てボス式鍛造法によ
りターゲットを製造した。その後、実施例１と同様に強度テストを行ったところ、降伏荷
重は１．６トンであった。
【００４８】
　実施例１～３及び比較例１～３の結果を図５に示す。
【００４９】
　図５は捨てボス式及び逃がしフランジ式によるターゲットの強度テスト結果である。プ
レス面圧と降伏荷重の関係について示しており、捨てボス式、逃がしフランジ式いずれの
鍛造方法においてもプレス面圧の上昇に伴って降伏荷重が上がっているが、プレス面圧が
６トン／ｃｍ２以上においてはほとんど変化しておらず、逃がしフランジ式ではターゲッ
トの鍔が支えられる最大荷重が約３．２トン、捨てボス式では約１．７トンであった。従
来の捨てボス式から逃がしフランジ式に鍛造方法を改良することによって、ターゲットの
降伏荷重が２倍近く高くなり、ターゲットの強度が格段に向上した。
【００５０】
　また、これら２つの鍛造方法により得られたターゲットの密度を測定し、計算密度比の
比較を行った。
【００５１】
　　（実施例４）
　ＣＩＰ処理後の圧粉成形体を、６．０トン／ｃｍ２のプレス面圧で逃がしフランジ式鍛
造法によりターゲットを製造した。このターゲット（φ１６０×１０ｔ）を、図６に示す
ような１～３０の位置で各サンプル（１０ｍｍ×１０ｍｍ×１０ｍｍ片）を採取し、それ
ぞれ密度を測定した。各測定密度の計算密度との比（計算密度比＝測定密度／計算密度）
の値を表１に示す。
【００５２】
　　（比較例４）
　ＣＩＰ処理後の圧粉成形体を、６．０トン／ｃｍ２のプレス面圧で捨てボス式鍛造法に
よりターゲットを製造した。実施例４と同様に密度を測定し、計算密度比の値を表１に示
す。
【００５３】
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【表１】

　
【００５４】
　サンプル位置番号１～１６はターゲット外周部であり、機械的固定部に当たる。一方、
サンプル位置番号１７～３０はターゲットの内部に当たり、１７から２０にかけて及び２
４から２７にかけて、外周部から内部へと向かっており、２０から２３にかけて及び２７
から３０にかけて、内部から外周部へと向かっている。
【００５５】
　本発明の実施形態である逃がしフランジ式の場合、ターゲット外周部１～１６は、内部
１７～３０に比べて全体的に計算密度比の値が高いが、さらに２０から２３にかけてと２
０から１７にかけてと２７から３０にかけて及び２７から２４にかけて（つまりターゲッ
ト内部から外周部に向けて）計算密度比の値が大きくなっており、ターゲット本体部から
鍔部にかけて機械的強度が高くなっていることがわかる。一方、従来法の捨てボス式の場
合、このような傾向は見られず、外周部の計算密度比が内部より低いところもあり、機械
的強度に劣っている。また、逃がしフランジ式の場合、ターゲット全体の計算密度比が９
０％以上であり、外周部の計算密度比が全て９９％以上である。しかし、捨てボス式の場
合、ターゲット全体の計算密度比が９０％以上であるが、外周部はサンプル位置番号１１
～１６において計算密度比の値が９９％以下であった。
【００５６】
　　（実施例５）
　実施例４で製造したターゲット２０枚を用いて成膜を行ったところ、２０枚全部におい
てターゲットが破損することなく良好に皮膜形成された。
【００５７】
　　（比較例５）
　比較例４で製造したターゲット２０枚を用いて成膜を行ったところ、２０枚のうち、１
８枚が成膜中に破損した。
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　以上、本発明の実施の形態について詳細に説明したが、本発明は上記実施の形態に何ら
限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲で種々の改変が可能である。
【産業上の利用可能性】
【００５９】
　本発明に係るターゲット材は、ＳｉやＢなどの第三元素を添加した混合粉末の圧粉成形
体の型鍛造ターゲット材であって、ターゲット本体部の周辺に成膜装置への取り付け用の
鍔部が一体的にはり出し形成されたターゲット材である。従来の製造法により得られるタ
ーゲット材と比べて鍔部の機械的強度が格段に向上したため、バッキングプレートを用い
ることなくアークイオンプレーティングに使用することができる。これにより、切削工具
などの耐高温酸化特性が必要となる部分への表面処理に幅広く適用可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００６０】
【図１】本発明の一実施形態に係る多元系ターゲット材の外観図である。
【図２】図１に示した多元系ターゲットの製造工程図である。
【図３】本発明のターゲットの製造に適用される逃がしフランジ式鍛造用の成形金型の図
である。
【図４】製造したターゲットの機械強度を調べる装置を示した図である。
【図５】ターゲットの機械強度テストにおけるプレス面圧と降伏荷重の関係を表した図で
ある。
【図６】ターゲットの密度測定における測定位置を示す図である。
【図７】従来一般に用いられている捨てボス式鍛造法に用いる成形金型の図である。
【符号の説明】
【００６１】
１０　ターゲット材
１２　ターゲット材本体部
１４　ターゲット材鍔部
３０　逃がしフランジ式成形型
３２　上金型
３４　下金型
４０　油圧プレス機
４２　専用リング治具
７０　捨てボス式成形型
７２　上金型
７４　下金型
Ｓ　　圧粉成形体
Ｐ　　油圧プレス機による圧力
Ｆ　　型鍛造により生じた鍛造品のフランジ部
Ｔ　　凸部
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